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２００５年９月２日

ＭＬＡＰ認定基準の改正又は運用・解釈の見直しに係る解説

はじめに

認定基準の改正、運用の見直し（別添１、２参照）があったため、経済省発出の文書

「特定計量証明事業者の認定基準等に係る運用について（平成１４年３月２９日 経済

産業者知的基盤課 」の一部が不正確になっています。当該文書の改訂版が作成されて）

おらず、最新の認定基準及びその運用・解釈の理解に混乱が生じる可能性があるため、

理解の手助けとなる解説文を以下のとおり作成しました。

１．認定基準の改正

～ 外注先の適合性監査について(認定基準３．３関係) 別添１参照 ～

これまでは、外注先がＭＬＡＰ事業者であっても、外注を行う者は内部監査と同じ方

法で外注先の適合性の確認を実施することを要求していましたが、認定基準の改正によ

。 、 ” ” （ ）り必要なくなりました ただし 適合性の確認の替わりに認定の 有効性 の確認 注

を行う必要があります。

なお、外注先がＭＬＡＰ事業者以外の者である場合は、今までどおり内部監査と同じ

方法で外注先の適合性の確認等を行う必要があります。

(注)認定の有効性の確認とは、当該外注先の認定証の原本（当該外注先から入手した認

定証（写し）でもよい ）及び、認定機関がホームページ等で提供する当該外注先。

の認定情報等から現に認定が有効（有効期限内、取消処分を受けていない等）であ

ることを確認することをいいます。認定証と認定機関の提供する情報の整合性を必

ず確認したうえで、その他の方法（外注先に対するヒアリング等）を用い、認定の

有効性の確認を確実に行う必要があります。

なお、認定の有効性を確認した記録（認定証原本の調査記録など）は、外注先リ

ストとともに作成してください。

２．認定基準の運用の見直し

～ 計量管理者の代行者について(認定基準１．２ 組織の運用・解釈) 別添２参照 ～

これまでの運用では 「計量管理者の職務権限を代行する者を置くことは認められな、

い 」としていましたが、これを改め 「計量管理者が不在の場合、当該権限及び責任。 、

を代行する者（計量管理者（副 ）を置くことができる 」ようになりました。必要が） 。

なければ計量管理者（副）を設置する必要はありません。

なお、計量管理者（副）は、計量管理者と同様に環境計量士（濃度関係）であって、

１年（産総研の計量管理講習を受講した場合は６ヶ月）以上のダイオキシン類の計量に
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係る実務経験(注)を有する者でなければなりません。また、計量管理者から計量管理者

（副 （その逆（副から正へ）も含む）の業務の連携方法等を品質システム文書に具体）

的に定める必要があります。

(注)実務経験とは、ダイオキシン類の計量証明を行った実際の分析に直接関わった経験

（環境計量士に登録される以前の経験でもよい ）で、計量法対象媒体ごとに全て。

の工程（サンプリング、前処理、 測定、定量結果の確認）の操作等を行っGC/MS
たものを言う。これらの操作等を行った日数を積算し、１年又は６ヶ月以上になれ

ばよい。ただし、 測定及び定量結果の確認の２工程については、媒体間でGC/MS
操作等に相違が無いもの見なせることから、いずれかの媒体で２工程の操作等を行

っていれば良い。

独立行政法人製品評価技術基盤機構

認定センターＭＬＡＰ室
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平成１７年９月２日

独立行政法人製品評価技術基盤機構

社団法人日本化学工業協会 御中

経済産業省産業技術環境局知的基盤課

ダイオキシン類に係る特定計量証明事業者の認定基準の運用について

平素よりＭＬＡＰ制度運用に理解と尽力を頂きありがとうございます。

さて、ダイオキシン類に係る特定計量証明事業の認定基準については、平成１４年経済

産業省告示第７７号により定められており、その運用について平成１４年３月２９日付け

「特定計量証明事業者の認定基準等に係る運用について」により通知しております。

この運用において、計量管理者については、職務権限を代行する者を置くことは、責任

の所在が不明確になる等の理由から認められないこととしておりますが、出張、病気休暇

等により計量管理者が不在となる場合、事業への支障をさける観点から、当該権限及び責

任を代行する者（計量管理者（副 ）を置くことも妥当と判断されますので、こうした対）

応が可能となるよう運用の見直しを通知します。

なお、計量管理者（副）を置く場合には、計量管理者として必要な資格等を有する者で

あること、業務の連携方法等、計量管理が適切に実施されることを確保するために必要と

なる事項について、品質システム文書に具体的に定めをおくことが必要と考えます。

別添２


